
教育の質を保証する役割を
教授会に果たさせることが学長の責務

　「志を持った大学のトップ（理事長
または学長）が新しい取り組み・改革
を実行しようとしても容易に進めるこ
とができないのは大学のガバナンス構
造に問題がある」からだ、と経済同友
会が2012年に意見表明している（図
表1）。私立大学におけるガバナンス
構造は、今日においても10年前と同様
の課題を抱えたままではないか。本稿
では特に、教授会が強く、学長のリー
ダーシップが求められている私立大学
を対象に、ガバナンスの課題を「理事
会の機能」「学長・学部長の権限の強
化」「教授会の機能・役割の明確化」
の3つの観点から考察してみたい。
　その際に、大学と企業の組織は、本
質的に異なる事情があることをふまえ
る必要がある。「専門的な知識や技能
の伝達を主な目的としている場合、教
授活動に必要な知識や技能が備わった
集団に決定の責任が課せられなければ
ならない *」という大学ならではの要
件を無視できない。以下は、この要件
を念頭においた考察である。

　

　私立学校法第36条によれば、「理事
会は、学校法人の業務を決し、理事の
職務の執行を監督する」とある。ここ
で「学校法人の業務」とは何かを問わ
なければならない。
　同法によれば、私学の財政は理事会
の責任であるとしている。それ以外
に、教育・研究活動の全てについて、
理事会の決定が求められているとすれ
ば、問題が生じる。多くの大学の理事
は学問的営みについては素人である。
素人判断で学事を決することは
危険である。
　そこで学長が存在する意味が
生ずる。教学・研究については、
理事会は学長に委託せざるを得
ない。そういう学長の選出に理
事会が直接関与することは当然
のように思える。問題は理事会
に学長選出能力があるか、とい
うことになる。学長を選任でき
るほどの力量がある理事会を構
成することが先決なのである。
理事会そのものの質保証が前提

でなければ、学長を直接、理事会が選
んでも、改革の実効性は薄い。
　言うまでもなく、学長が教授会の選
挙で選ばれることの弊害は否定できな
い。私立大学においても学長候補を推
薦する「学長選考委員会」を理事会主
導で構成することが求められる。
　すでに国立大学法人においては、同
数の教員と（経営協議会メンバーから
選ばれる）学外有識者とで構成する学
長選考委員会が存在している。問題
は、「学長選考委員会」がどのように
機能しているかである。多くの国立大
学法人は、教職員に対する意向調査の
結果を尊重して、学長を決定している
が、これでは、旧来の学長選出方法と
大差はない。学長選考委員会が正しく
機能するためには、その構成員の見識
が問われなければならない。

　学長に人事権、特に教員人事につい

ての権限を付与することは、大学経営
において極めて重要である。
　教員人事計画は、それぞれの大学の
理念、教育目標等に即して策定されな
ければならない、大学の経営上の重要
事項である。学長は理事会と協議し、
教授会を納得させられる人事計画を提
示することが求められる。個々の人事
案件ごとに学長が関わることができる
ように学則等で定めるべきだが、学長
が示す人事計画の適切性を確認するた
めに、先述の「教授活動に必要な知識
や技能が備わった集団」による委員会
を組織するなど、合意形成の手続きが
必要であろう。学長の持つ人事権はこ
のような緊張関係の下で適切に発揮さ
れるべきであって、専制を許すもので
あってはならない。
　もちろん、教員の任用は教授会の専
決事項ではない。教員の人事案件が全
て教授会で実質的に決せられるようで
は、改革は進展しない。教員は、それ
ぞれの専門分野に固執しがちであるた
め、大学全体としての視野に欠ける場
合が多いからである。
　学部長選挙を廃止し、学長が直接、
学部長を任命することについては、教
授会の抵抗は大きい。しかし、学部教
授会で選出された学部長が学長に敵対
するようでは、改革はおぼつかない。

したがって、学長に学部長任免権を与
えることは当然のことと思われるが、
それをストレートに実行すれば、教員
が学長から離反しかねない。
　よって、学長が直接、学部長を任命
するのではない形で選考に関与する選
任方式を勘案する必要がある。例え
ば、学長が任命する学務副学長を委員
長として、学部構成員を委員とする
「学部長（候補）選考委員会」を設けて
複数の候補者を推薦させ、学長がその
中から学部長を選ぶという方式も、一
考に値するであろう。学長のリーダー
シップとは、このような合意形成のし
くみの下に成り立つものだと言える。

　教授会を、教育・研究に関する重要
事項に関して、学長などが教員の意見
を聴取する場、または情報共有の場と
せよという説があるが、この考えは従
来の教授会の「解体」を意味する。教
授会を解体して、改革が進展するので
あろうか。ここでは「教授会」の意義
が問われているのである。
　学校教育法第93条によれば、重要
事項を審議するために教授会を置く
ことになっている。何が大学の重要事

項であるのかが問われ
る。財政が破綻しては、
大学は存続できない。し
たがって、財政問題は大
学の重要事項、すなわち
教授会の審議事項であ
る、ということにはなら
ない。教授会が大学の財
政に実質的に責任を負え
ないことは自明である。
よって、教授会が審議す
る案件を精査し、教授会
審議事項を再定義する必

要がある。そのためには、教授会の責
任を明らかにしなければならない。
　「教授会」の設置は、大学の営みの
あり方、すなわち「大学教員の自律性」
に関わる。教育・研究については、教
員の自律性は本質的である。教授会を
解体するのではなく、教員の自律性を
強調することが、大学を改革する要で
ある。教員が、教育・研究、特に教育
に対して責任を全面的に負うことが、
教授会の存在意義である。教育・研究
について、教員が主体的に責任を負う
ための組織として、教授会は重要であ
る。つまり、教授会の解体は、大学教
育改革に貢献しない。
　理事会・学長の任務は、教授会に教
育の質を担保させることである。教育
の質保証は教授会の責任である。質保
証を評価する「大学評価委員会」を理
事会が設置することが望ましい。教育
の質保証のために、学長には教員の教
育活動を支援することが要求される。
　教育の質保証の根源は、教員（と学
生）の質である。任用に際しては、教
員の義務内容を明記した契約書を交換
すべきである。契約書により、その大
学の理念・教育目標・目的への貢献を
誓約させる。教員評価、特に教育評価
は、この契約内容に基づいて実行され
るべきである。このようなシステムを
創成し実行する責任が学長にある。
　大学教育改革の成否は、学長をいか
に機能させるかにかかっている。学長
は、理事会と教授会の狭間に立つがゆ
えに、その立ち位置は緊張の下にあ
る。その緊張が、大学のガバナンスの
特性を表現する。したがって、この緊
張に耐え、理事会・教授会の双方に対
して、全学的な見地から教学における
リーダーシップを発揮することが学長
には求められる。このように学長を機
能させることが、大学教育の改革を進
展させるであろう。
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図表1 経済同友会の大学ガバナンスについての提言（抜粋）

出典／経済同友会「私立大学におけるガバナンス改革－高等教育の
質の向上を目指して－」（2012年）

●理事会を実質的な最高意思決定機関とする
●学長選挙を廃止し、理事会が直接、学長を任命

●学長に大学（学校）における人事・予算権限を付与
●学部長選挙を廃止し、学長が直接、学部長を任命

●教授会は、学長などが教育・研究に関する重要事項に
関して、教員の意見を聴取する場、又は情報共有の場
とする
●教授会は自らの本来の機能・役割を認識すべし

提言1 理事会の権限および経営・監督機能の強化

学長・学部長の権限の強化

教授会の機能・役割の明確化

提言2

提言3

特 集 学長のリーダーシップで推進する教学マネジメント


